地域福祉活動計画策定過程における社会福祉協議会の役割 : 泉大津市を事例として（3） by 忠岡 一也
はじめに（第48巻第1号に掲載）
第1節 泉大津市における社会福祉史（第48巻第1号に掲載）
第2節 泉大津市社会福祉協議会の歴史（第49巻第1号に掲載）
第3節 地域福祉活動計画策定過程における社会福祉協議会の役割
（今号に掲載）
おわりに（今号に掲載）
第3節 地域福祉活動計画策定過程における社会福祉協議会の役割
1．地域福祉活動計画と市町村地域福祉計画の関係性
日本において最初に地域福祉計画に関する取り組みを行ったのが社会福祉
協議会（以下，「社協」という。）である（玉置，2008：48頁）。地域福祉計
画の萌芽は，1961年の社協の創立とそれに伴うコミュニティ・オーガニ
ゼーション理論の導入にさかのぼり，社協の地域組織化の実践のなかで展開
され，社協活動の中心的機能として確立していった（山口，2000：219頁）。
このような，コミュニティ・オーガニゼーションの展開過程における地域福
祉計画の策定と実施の理論をふまえ市区町村社協が主体となって公私協働に
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より計画を策定することを目的として，全国社会福祉協議会（以下，「全社
協」という。）によって「地域福祉計画」の理論化が図られ，「地域福祉」を
推進する「計画」は社協が主導して策定し，推進するものという理解がされ
てきた。しかし，1990年代になると老人保健福祉計画の法定化や地方自治
体の行政計画が本格化するなかで，社協における計画の策定は「住民の福祉
ニーズを掘り起こし，住民の自主的・自発的な福祉活動や民間組織の福祉活
動を中心にした民間の活動・行動計画」として策定し，行政計画への反映を
図るという性格が強まり，行政が策定する「地域福祉計画」に対し，民間
（社協）が策定する「地域福祉活動計画」という考え方が明確になった。こ
のことから，全社協は社協で策定する地域福祉の計画の名称を「地域福祉活
動計画」と位置づけるとともに，「福祉ニーズが現れる地域社会において，
福祉課題の解決をめざして，住民や民間団体の行う諸々の解決活動と必要な
資源の造成・配分活動などを組織だって行うことを目的として体系的かつ年
度ごとにとりまとめたとりきめ」であると定義した（山口，2000：223頁）。
さらに，「地域福祉計画」は，地域福祉が単に社会福祉の一分野としてでは
なく，地域福祉そのものが社会福祉の目標になり，地域福祉型社会福祉が今
日の課題となったことから民間（社協）による地域福祉活動計画ばかりでな
く行政による福祉計画も地域福祉計画としての性格をもつようになってきた
（山口，2000：250頁）。
このようにして発展してきた「地域福祉活動計画」と「市町村地域福祉計
画」の関係性としては，ともに地域福祉の推進をめざすものであり，住民等
の参加を得て策定されるものである。また，地域福祉の推進を図るために
は，内容を一部共有したり，策定過程を共有したりするなど相互に連携を図
ることで，互いに補完・補強しあうことが重要となる。
次に，社会福祉法の改正のなかで「地域福祉活動計画」や「市町村地域福
祉計画」がそれぞれどのように位置づけられてきたのかを確認する。
２ 桃山学院大学社会学論集 第53巻第1号
2．社会福祉法の改正における地域福祉活動計画と市町村地域福祉計画の位
置づけ
2000年に改正された社会福祉法（表1）では，第1条で地域における社会
福祉を「地域福祉」とし，第4条に「地域福祉の推進」を掲げ，「地域住民，
社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者
は，相互に協力し，福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成す
る一員として日常生活を営み，社会，経済，文化その他あらゆる分野の活動
に参加する機会が与えられるように，地域福祉の推進に努めなければならな
い。」と規定して，従来，事業を実施するに当たって理解と協力を得るべき
存在にとどまっていた「地域住民」を，事業者及び社会福祉に関する活動を
行う者と連携・協力して，地域福祉の推進に努める主体であることを社会福
祉の基本理念のひとつに位置づけ，ノーマライゼーションに基づく福祉の地
域づくりを目指すものとした。
（目的）
第1条 この法律は，社会福祉を目的とする事業の全分野における共通的基本事項を定め，社会福祉を目的とする他
の法律と相まって，福祉サービスの利用者の利益の保護及び地域における社会福祉（以下「地域福祉」という。）の
推進を図るとともに，社会福祉事業の公明かつ適正な実施の確保及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図
り，もって社会福祉の増進に資することを目的とする。
（地域福祉の推進）
第4条 地域住民，社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者は，相互に協力し，
福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み，社会，経済，文化その他あら
ゆる分野の活動に参加する機会が与えられるように，地域福祉の推進に努めなければならない。
（市町村福祉計画）
第107条 市町村は，地方自治法第2条第4項の基本構想に即し，地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる
次項を一体的に定める計画（以下「市町村福祉計画」という）を策定し，又は変更しようとするときは，あらかじ
め，住民，社会福祉を目的とする事業を経営する者その他社会福祉に関する活動を行う者の意見を反映させるために
必要な措置を講ずるとともに，その内容を公表するものとする。
一 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項
二 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項
三 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項
（都道府県地域福祉支援計画）
第108条 都道府県は，市町村地域福祉計画の達成に資するために，各市町村を通ずる広域的な見地から，市町村の
地域福祉の支援に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「都道府県地域福祉支援計画」とい
う。）を策定し，又は変更しようとするときは，あらかじめ，公聴会の開催等住民その他の者の意見を反映させるた
めに必要な措置を講ずるとともに，その内容を公表するものとする。
一 市町村の地域福祉の推進を支援するための基本的方針に関する事項
二 社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に関する事項
三 福祉サービスの適切な利用の推進及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達のための基盤整備に関する事項
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地域福祉活動計画策定過程における
社会福祉協議会の役割 ３
また，地域住民の誰もが一人の人間として尊厳を保持し，自立して地域社
会で暮らしていくためには，福祉サービスの提供だけではなく，インフォー
マルなサービスの活用・活動と地域における福祉意識の向上，環境や制度の
整備が必要であり，これらのことを具体化するものとして，社会福祉法第
107条（2003年4月1日施行）において「市町村は，地域福祉の推進に関す
る事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「市町村地域福祉
計画」という。）を策定し，又は変更しようとするときは，あらかじめ，住
民，社会福祉を目的とする事業を経営する者その他社会福祉に関する活動を
行う者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに，その内容を
公表するものとする。」と掲げられ，市町村における地域福祉計画の策定が
位置づけられた。
また，本文の「次に掲げる事項」については『市町村地域福祉計画及び都
道府県地域福祉支援計画策定指針の在り方について（一人ひとりの地域住民
への訴え）』─厚生労働省社会保障審議会福祉部会報告2002年1月─（以
下，「策定指針」という。）によれば，
（1）地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項（①地
域における福祉サービスの目標の提示，②目標達成のための戦略，③利用者
の権利擁護など）。
（2）地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項
（①複雑多様化した生活課題を解決するため，社会福祉を目的とする多様な
サービスの振興・参入促進及びこれらと公的サービスの連携による公私協働
の実現，②福祉，保健，医療と生活に関連する他分野との連携方策など）。
（3）地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項（①地域
住民，ボランティア団体，NPO法人等の社会福祉活動への支援，②住民等
による問題関心の共有化への動機付けと意識の向上，地域福祉推進への主体
的参加の促進，③地域福祉を推進する人材の養成など）。
以上の3つである。このように同法第107条では「市町村地域福祉計画」
４ 桃山学院大学社会学論集 第53巻第1号
の策定が位置づけられ，さらに同法第108条では「都道府県地域福祉支援計
画」の策定が位置づけられたのである。
また，地域福祉計画策定にあたっての考え方については，同じく「策定指
針」の中で「市町村地域福祉計画は，地域住民に最も身近な行政主体である
市区町村（以下「市町村」という。）が，地域福祉推進の主体である住民等
の参加を得て地域の要支援者の生活上の解決すべき課題（以下「生活課題」
という。）とそれに対応する必要なサービスの内容や量，その現状を明らか
にし，かつ，確保し提供する体制を計画的に整備することを内容とする。」
とされており，本指針の中で地域福祉を基軸として，どう策定されるべきか
について詳細に述べられている。
一方，社協については，同じく「策定指針」の中で「地域福祉を推進する
様々な団体により構成された市区町村社会福祉協議会は，社会福祉法におい
て地域福祉を推進する中心的な団体として明確に位置づけられている。ま
た，社協は，元来，地域住民主体を旨とした地域住民の参加の推進やボラン
ティア，福祉教育，まちづくり等の実績を有することを踏まえ，地域福祉計
画策定に当たっては市町村の計画策定に積極的に協力することが期待され
る。なお，社協が中心となって策定している地域福祉活動計画は，住民等の
福祉活動計画として地域福祉の推進を目指すものであることから，地域福祉
計画とその内容を一部共有したり，地域福祉計画の実現を支援するための施
策を盛り込んだりする等，相互に連携を図ることは当然である。」と述べら
れており，地域福祉計画策定の法制化と地域福祉推進の目的の一つとして
「住民参加」が位置づけられたことは，地域福祉の推進を使命とする社協の
認識を高め，存在意義を明確化する絶好の機会となった。よって，社協はこ
れまでの活動実績やコミュニティ・ワークの専門性を活かし，地域福祉計画
策定に積極的に協力するとともに，地域福祉計画策定に不可欠な住民参加の
手続きへのイニシアティブを発揮し，併せて地域福祉計画と市町村地域福祉
活動計画（以下，「地域福祉活動計画」という）の策定を一体的に推進する
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ことで，地域福祉推進における地域住民の地域福祉への関心や意識を高める
ことができ，その結果として地域の福祉力を高めることにつながる。そして
何よりも住民参加を基調にした自治体の地域福祉計画策定を推進することに
貢献できると考えられるのである。
このように社会福祉法に位置づけられた地域福祉推進の規定や「策定指
針」の考え方を踏まえ，「市町村地域福祉計画」及び「都道府県地域福祉支
援計画」の策定等を通じ，2000年以降，各地で地域福祉の推進のための取
り組みが行われてきたのであるが，2015年9月17日に厚生労働省の新たな
福祉サービスのシステム等のあり方検討プロジェクトチームによる，「誰も
が支え合う地域の構築に向けた福祉サービスの実現─新たな時代に対応した
福祉の提供ビジョン─」の発表を皮切りに，ニッポン一億総活躍プラン
（2016年6月2日閣議決定）によって「地域共生社会」の実現が掲げられ
た。この「地域共生社会」とは，「制度・分野ごとの『縦割り』や『支え手』
『受け手』という関係を超えて，地域住民や地域の多様な主体が『我が事』
として参画し，人と人，人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながる
ことであり，住民一人ひとりの暮らしと生きがい，地域をともに創っていく
社会を目指すものである。」（厚生労働省「我が事・丸ごと」地域共生社会実
現本部）とされている。
このことから，2017年5月26日，「地域共生社会」の実現に向けた地域
福祉の推進のために，「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等
の一部を改正する法律（平成29年法律第52号）」により，前述した「市町
村地域福祉計画」や「都道府県地域福祉支援計画」の充実等を内容とする地
域福祉計画に関する規定も含めて社会福祉法（昭和26年法律第45号）の一
部が改正（2018年4月1日に施行）（表2）された。
なかでも同法第4条第1項「地域住民，社会福祉を目的とする事業を経営
する者及び社会福祉に関する活動を行う者（以下「地域住民等」という。）
は，相互に協力し，福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成す
６ 桃山学院大学社会学論集 第53巻第1号
第4条 地域住民，社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者（以下「地域住民等」とい
う。）は，相互に協力し，福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み，社会，経済，
文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されるように，地域福祉の推進に努めなければならない。
2 地域住民等は，地域福祉の推進に当たつては，福祉サービスを必要とする地域住民及びその世帯が抱える福祉，介護，介
護予防（要介護状態若しくは要支援状態となることの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をい
う。），保健医療，住まい，就労及び教育に関する課題，福祉サービスを必要とする地域住民の地域社会からの孤立その他の福
祉サービスを必要とする地域住民が日常生活を営み，あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される上での各般の課題（以
下「地域生活課題」という。）を把握し，地域生活課題の解決に資する支援を行う関係機関（以下「支援関係機関」という。）
との連携等によりその解決を図るよう特に留意するものとする。
（福祉サービスの提供の原則）
第5条 社会福祉を目的とする事業を経営する者は，その提供する多様な福祉サービスについて，利用者の意向を十分に尊重
し，地域福祉の推進に係る取組を行う他の地域住民等との連携を図り，かつ，保健医療サービスその他の関連するサービスと
の有機的な連携を図るよう創意工夫を行いつつ，これを総合的に提供することができるようにその事業の実施に努めなければ
ならない。
（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び地方公共団体の責務）
第6条 国及び地方公共団体は，社会福祉を目的とする事業を経営する者と協力して，社会福祉を目的とする事業の広範かつ
計画的な実施が図られるよう，福祉サービスを提供する体制の確保に関する施策，福祉サービスの適切な利用の推進に関する
施策その他の必要な各般の措置を講じなければならない。
2 国及び地方公共団体は，地域住民等が地域生活課題を把握し，支援関係機関との連携等によりその解決を図ることを促進
する施策その他地域福祉の推進のために必要な各般の措置を講ずるよう努めなければならない。
（地域子育て支援拠点事業等を経営する者の責務）
第106条の2 社会福祉を目的とする事業を経営する者のうち，次に掲げる事業を行うもの（市町村の委託を受けてこれらの事
業を行う者を含む。）は，当該事業を行うに当たり自らがその解決に資する支援を行うことが困難な地域生活課題を把握したと
きは，当該地域生活課題を抱える地域住民の心身の状況，その置かれている環境その他の事情を勘案し，支援関係機関による
支援の必要性を検討するよう努めるとともに，必要があると認めるときは，支援関係機関に対し，当該地域生活課題の解決に
資する支援を求めるよう努めなければならない。
一 児童福祉法第六条の三第六項に規定する地域子育て支援拠点事業又は同法第十条の二に規定する拠点において同条に規定
する支援を行う事業
二 母子保健法（昭和四十年法律第百四十一号）第二十二条第一項に規定する母子健康包括支援センターを経営する事業
三 介護保険法第百十五条の四十五第二項第一号に掲げる事業
四 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十七条第一項第三号に掲げる事業
五 子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第五十九条第一号に掲げる事業
（包括的な支援体制の整備）
第106条の3 市町村は，次に掲げる事業の実施その他の各般の措置を通じ，地域住民等及び支援関係機関による，地域福祉の
推進のための相互の協力が円滑に行われ，地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制を整備するよう努める
ものとする。
一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援，地域住民等が相互に交流を図ることができ
る拠点の整備，地域住民等に対する研修の実施その他の地域住民等が地域福祉を推進するために必要な環境の整備に関する事
業
二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ，必要な情報の提供及び助言を行い，必要に応
じて，支援関係機関に対し，協力を求めることができる体制の整備に関する事業
三 生活困窮者自立支援法第二条第二項に規定する生活困窮者自立相談支援事業を行う者その他の支援関係機関が，地域生活
課題を解決するために，相互の有機的な連携の下，その解決に資する支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備に関する事業
2 厚生労働大臣は，前項各号に掲げる事業に関して，その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。
（市町村地域福祉計画）
第107条 市町村は，地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「市町村地域福祉計画」
という。）を策定するよう努めるものとする。
一 地域における高齢者の福祉，障害者の福祉，児童の福祉その他の福祉に関し，共通して取り組むべき事項
二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項
三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項
四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項
五 前条第一項各号に掲げる事業を実施する場合には，同項各号に掲げる事業に関する事項
2 市町村は，市町村地域福祉計画を策定し，又は変更しようとするときは，あらかじめ，地域住民等の意見を反映させるよ
う努めるとともに，その内容を公表するよう努めるものとする。
3 市町村は，定期的に，その策定した市町村地域福祉計画について，調査，分析及び評価を行うよう努めるとともに，必要
があると認めるときは，当該市町村地域福祉計画を変更するものとする。
（都道府県地域福祉支援計画）
第108条 都道府県は，市町村地域福祉計画の達成に資するために，各市町村を通ずる広域的な見地から，市町村の地域福祉
の支援に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「都道府県地域福祉支援計画」という。）を策定するよ
う努めるものとする。
一 地域における高齢者の福祉，障害者の福祉，児童の福祉その他の福祉に関し，共通して取り組むべき事項
二 市町村の地域福祉の推進を支援するための基本的方針に関する事項
三 社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に関する事項
四 福祉サービスの適切な利用の推進及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達のための基盤整備に関する事項
五 市町村による第百六条の三第一項各号に掲げる事業の実施の支援に関する事項
2 都道府県は，都道府県地域福祉支援計画を策定し，又は変更しようとするときは，あらかじめ，公聴会の開催等住民その
他の者の意見を反映させるよう努めるとともに，その内容を公表するよう努めるものとする。
3 都道府県は，定期的に，その策定した都道府県地域福祉支援計画について，調査，分析及び評価を行うよう努めるととも
に，必要があると認めるときは，当該都道府県地域福祉支援計画を変更するものとする。
表2 改正社会福祉法（「地域福祉」関係抜粋）【2017年6月7日公布，2018年4月1日施行】
地域福祉活動計画策定過程における
社会福祉協議会の役割 ７
る一員として日常生活を営み，社会，経済，文化その他あらゆる分野の活動
に参加する機会が確保されるように，地域福祉の推進に努めなければならな
い。」においては，「支え手側」と「受け手側」に分かれるのではなく，福祉
サービスを必要とする地域住民も含め地域のあらゆる住民が役割を持ち，支
え合いながら，自分らしく活躍できる地域共生社会の実現を目指していく必
要があることから，「福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成
する一員として日常生活を営み，社会，経済，文化その他あらゆる分野の活
動に参加する機会」について，「与えられる」ものでなく，「確保される」べ
きものとして規定が改められ，加えて，新たに第2項として「地域住民等
は，地域福祉の推進に当たっては，福祉サービスを必要とする地域住民及び
その世帯が抱える福祉，介護，介護予防（要介護状態若しくは要支援状態と
なることの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防
止をいう。），保健医療，住まい，就労及び教育に関する課題，福祉サービス
を必要とする地域住民の地域社会からの孤立その他の福祉サービスを必要と
する地域住民が日常生活を営み，あらゆる分野の活動に参加する機会が確保
される上での各般の課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し，地域
生活課題の解決に資する支援を行う関係機関（以下「支援関係機関」とい
う。）との連携等によりその解決を図るよう特に留意するものとする。」と規
定し，「我が事・丸ごと」の地域共生社会の実現に向けて地域福祉推進の理
念を明確化している。
さらに，「地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り
方に関する検討会最終とりまとめ（2017年9月12日）」においては，「①そ
れぞれの地域で共生の文化を創出する挑戦，②すべての地域の構成員の参
加・協働，③重層的なセーフティネットの構築，④包括的な支援体制の整
備，⑤福祉以外の分野との協働を通じた，『支え手』『受け手』が固定されな
い，参加の場，働く場の創造，という5つの視点を重視しながら，取組を進
めていく必要がある。」と述べられており，改めて「地域共生社会」の実現
８ 桃山学院大学社会学論集 第53巻第1号
に向けた考え方が示された。
2000年の社会福祉法の改正によって法定化された「市町村地域福祉計画」
は「行政計画であり，地方公共団体が，地域住民の合意を形成して，地域の
実情に応じた地域福祉の推進に自主的かつ積極的に取り組むためのひとつの
有力な手段」とされ，「地域福祉を総合的かつ計画的に推進することにより，
社会福祉法に示された新しい社会福祉の理念を達成するための方策」とし
て，（1）地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項（2）
地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項（3）地
域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項が記載されていた。
そして，2017年の社会福祉法の改正においては上記事項に加えて「我が
事・丸ごと」の体制整備を記載事項とすべく，同法第107条で「市町村地域
福祉計画」，同法第108条で「都道府県地域福祉支援計画」の充実について
それぞれ定められた。また，同法第106条の3第1項で定める体制整備を促
進する観点からも，「市町村地域福祉計画」及び「都道府県地域福祉支援計
画」の策定については，任意とされていたものを努力義務とするとともに，
策定に際しては，「地域における高齢者の福祉，障害者の福祉，児童の福祉
その他の福祉の各分野における共通的な事項」を記載する，いわゆる「上位
計画」として位置づけられた。さらに，第106条の3第1項各号で規定する
包括的な支援体制の整備に係る事業に関する事項についても記載事項として
追加され，また，策定した「市町村地域福祉計画」及び「都道府県地域福祉
支援計画」については，定期的に調査，分析及び評価の手続きを行い，必要
に応じて見直しを行うよう努めることとされている。
以上のように2017年の社会福祉法の改正に伴い，地域福祉活動計画なら
びに市町村地域福祉計画は「我が事・丸ごと」をキーワードとして「地域共
生社会」の実現に向け新たな使命を帯びた訳である。
次に，地域福祉計画策定過程について紹介するとともにそこに関わる社協
の役割について考察することとする。
地域福祉活動計画策定過程における
社会福祉協議会の役割 ９
（「地域福祉計画策定の方法・手法とプロセス」上野谷加代子ほか編『よくわかる地域福祉 第3版』
ミネルバ書房，2008年，50頁）
図1 地域福祉計画策定のプロセス
3．泉大津市における地域福祉計画策定過程と社協
前述したように2000年に改正された社会福祉法に基づき2003年4月1日
より，地域福祉計画に関する規定（社会福祉法第107条）が施行されたこと
によって，全国の市町村では行政計画として「地域福祉計画」の策定を新た
に規定された。
泉大津市においては，それに先駆けて2003年3月に『第1次地域福祉計
画─ぬくもりの手と手をつなぐ支え合い めざせ！8万人の大家族─』（2003
年度から2008年度までの5か年計画）（以下，「第1次地域福祉計画」とす
る。）が策定され，その後，2008年3月に『第2次地域福祉計画』（2008年
度から2012年度までの5か年計画）を策定，2013年3月に『第3次地域福
祉計画』（2013年度から2017年度までの5か年計画）を策定，そして現在，
『第4次地域福祉計画・第3次泉大津市地域福祉活動計画─8万人の家族の
絆 ぬくもりの 手と手をつなぎ 共に支えあえる社会─』（2018年度から
2023年度までの6か年計画）が推進されている。
筆者は幸いにしてこれら第1次から第4次全ての計画策定に関わることが
できたのであるが，本節では法規定される前から計画策定に向けた構想を掲
げ，計画策定のプロセス（図1）に沿って丁寧に取り組まれた『第1次地域
福祉計画』の策定過程を紹介するとともに，そこに関わる社協の役割等につ
いて考察する。
１０ 桃山学院大学社会学論集 第53巻第1号
まず，地域福祉計画の策定においては，住民参加を重視しているため，ど
のような手法で住民の参加を行うかがポイントとなる。泉大津市地域福祉計
画は，桃山学院大学（当時）の松端克文教授の指導の下，泉大津市健康福祉
部の職員，泉大津市社会福祉協議会の職員，そして公募市民によって2000
年度から3年の歳月をかけてワークショップの手法を重視し丁寧に策定され
た。それでは，その策定経緯について（図1）に示した地域福祉計画策定の
プロセスに基づき概観する。
まず，1年目（2000年度）においては，（図1-①活動の構想化）段階とし
て，泉大津市健康福祉部の職員と泉大津市社会福祉協議会の職員による共同
準備学習会（全10回開催：内，先進都市視察2回）が桃山学院大学（当時）
の松端克文教授を講師に迎えて開催され，計画策定に携わることになる各部
署の職員たちが地域福祉計画策定の意義や目的などの理解を深めるととも
に，今後，地域福祉計画の策定をスムーズに進めるための方法や地域福祉計
画策定に係る住民参加の手法などについての学習に取り組まれた。この学習
会のきっかけとなったのは「バブル崩壊後一気に不景気になったことから泉
大津市においても福祉ニーズが高くなり，生活保護申請が増えるとともに生
活苦や複雑な家庭問題などが顕在化し，これら住民の抱える生活課題の増加
に伴って近隣の関係だけや行政だけでは解決できない問題も増えたことか
ら，解決方法を行政だけで考えるのではなく，地域福祉をキーワードとしな
がら住民と一緒に考えていくことが必要ではないか」という問題意識からで
あった。
次に2年目（2001年度）においては，（図1-②生活課題の確認）段階と
して，地域住民，健康福祉部の職員，泉大津市社会福祉協議会の職員の参加
によるワークショップ（体験型学習会）を全11回開催し，計画目標や内容
について参加者による市民版の地域福祉計画素案「めざせ8万人の大家族」
づくりに取り組まれたのであるが，これらワークショップの目的やプロセス
等について当時の資料を基に紹介しておく。
地域福祉活動計画策定過程における
社会福祉協議会の役割 １１
（ワー クショップ「地域福祉計画素案作り」学習会実施要綱より抜粋）
図2 地域福祉計画策定の位置づけと流れ
まず，目的としては，「市民に対し，ワークショップを通して，これから
の地域福祉について考える機会を提供するとともに，参加者による共同作業
の中で地域福祉計画の素案を実験的に作成する経験を積んでいただくことに
より，住民参加による地域福祉計画策定の機運の醸成と環境を整える。ま
た，ワークショップ参加者にはできる限り，地域福祉計画策定に係るワーキ
ンググループにも参加していただけるよう働きかける。」（ワークショップ
「地域福祉計画素案作り」学習会実施要綱）というものであり，参加者の手
による地域福祉計画素案の作成と発表を目標として取り組まれた。
参加対象としては，①市民20名，②市職員15名，③社会福祉事業関係者
等15名であった。また，ワークショップの位置づけ等については，①ワー
クショップ（計画素案作成），②ワーキンググループ（素案を参考に計画案
を作成），③検討委員会（原案の整合性の点検，不十分不適当部分の点検），
策定委員会（最終決定機関）（図2）のとおりである。
なお，ワークショップの取り組み内容等については，（表3）のとおりで
あるが，そこでは参加者が対等な立場で対話し，議論を重ね，提案をまとめ
ていくというワークショップの手法が重視されて取り組まれた（松
端，2008：56頁）。
次に3年目（2002年度）においては，（図1-③計画目標・計画内容の確
定）段階として，地域福祉計画を「福祉の総合計画」と捉えて策定していく
１２ 桃山学院大学社会学論集 第53巻第1号
回数 開催日 テーマ 取り組み内容
1回目 平成13年11月21日 オリエンテーション 社会福祉の基礎構造改革を踏まえ，これからの地域福祉に対する考え方を共有するとともに，地域福祉計画の意義を学ぶ。
2回目 平成13年11月28日 地域福祉計画策定の手順について
何をどのように進めていけばよいのか，また，資料としてはどの
ようなものが必要か，おおまかな策定手順を学ぶ。
3回目 平成13年12月5日 班別作業Ⅰ
これからの社会福祉・地域福祉のあり方を含め，参加者が自分た
ちの生活する泉大津市をどのようなまち・地域にしたいのかとい
う想いを出し合い，将来のまち・地域づくりについてのイメージ
を共有する。
4回目 平成13年12月12日 班別作業Ⅱ
地域の生活者という立場から参加者が，3回目で共有し，確認し
たまち・地域のイメージに照らしてみて，あるいは現実の生活感
覚に照らしてみて，泉大津市における生活課題・福祉課題を出し
合い，整理することで，地域福祉の対象となる課題を確認する。
5回目 平成13年12月19日
泉大津市の地域福祉の
実態について
（講師：行政関係職員）
泉大津市の地域福祉についての現状分析（児童福祉課・高齢障害
福祉課・福祉総務課・社会福祉協議会職員から専門分野の福祉事
業について説明を受けた後，質疑応答を行う。
6回目 平成14年1月16日 班別作業Ⅲ
3回目，4回目の作業及び講義を踏まえて課題を類型化し，参加
者の興味・関心に応じて再度グループ分けをする。新たなグルー
プで類型化されたテーマ毎にその課題に対する対応策について検
討する。
7回目 平成14年1月30日 班別作業Ⅳ
参加者各自が6回目終了から7回目までの間に，課題及び対応策
に関する自主学習をしておき，7回目ではそれを報告し合い討議
する。
8回目 平成14年2月13日 班別作業Ⅴ
対応策を整理し，類型化をする。その場合，住民の参加・参画，
サービス・制度のネットワーク化や総合化などの観点を踏まえ検
討・整理する。
9回目 平成14年2月27日 班別作業Ⅵ
各グループ毎にテーマに関する課題や対応策について報告し合
い，各テーマに共通する（分野横断的な）共通項や（ある分野に
特殊な）特異性を検討・整理することなどを通じて，地域福祉計
画の素案づくりにつなげる。その場合，地域福祉計画の構成を確
認し，各班の執筆の役割分担を決める。
10回目 平成14年2月15日 班別作業Ⅶ 9回目終了から10回目までの間に，執筆分担に従い文章化した資料をもとに，モデル地域福祉計画の作成作業を行う。
11回目 平成14年2月16日 「地域福祉計画素案」発表会
分野ごとに班別発表を行い，講師による講評と総括を行っていた
だく。また，作成された計画素案については，ワーキンググルー
プの参考資料として活用させていただく。
表3 ワークショップの取り組み計画
（ワー クショップ「地域福祉計画素案作り」学習会実施要綱より抜粋）
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ために，共同研究部会として，（1）地域福祉計画共同研究部会，（2）高齢者
保健福祉計画共同研究部会，（3）障害者計画共同研究部会，（4）母子保健計
画共同研究部会をそれぞれ立ち上げて研究が開始された。
各部会の研究内容としては次のとおりである。
（1）地域福祉計画共同研究部会では，全14回開催され，内容について
は，①セーフティネットの構築について，②支援を必要とする人の発見と
サービスにつなぐシステムの構築及び地域福祉のイメージ図について，③地
域福祉計画の基本的な考え方及び地域福祉計画の実現に向けての方策につい
て，④福祉のまちづくり及び地域福祉計画の推進・評価体制とパブリックコ
メントについて，⑤地域福祉意見交換会及び計画全体についてなどである。
（2）高齢者保健福祉計画共同研究部会では，全18回開催され，内容につ
いては，①第2次高齢者保健福祉計画の現状について，②計画の章立てと安
全網の構築について，③市内の高齢者保健福祉関係施設見学について，④地
域ケア会議の充実及び社会資源の開発と充実について，⑤計画の構成及び保
健センター事業について，⑥社会福祉協議会事業について，⑦高齢者を取り
巻く地域の安全網の構築について部会員からの提案の検討，⑧高齢者保健福
祉計画策定の趣旨及び高齢者等の現状と課題について，⑨計画の推進に向け
て及び自立生活支援事業について，⑩介護予防及び疾病予防の推進につい
て，⑪保健福祉施策と地域福祉の現状と課題及び総合的な推進について，⑫
高齢者保健福祉計画の全体検討，⑬計画の推進体制及び第1回から18回に
わたる共同研究の反省と今後の活動についてなどである。
（3）障害者計画共同研究部会では，全9回開催され，内容については，
①地域福祉計画と分野別福祉計画の関連について，②障害者実態調査アン
ケート項目の検討及び社会資源の把握，③障害者実態調査アンケート項目の
決定，④障害者をめぐる課題の抽出及び対応策の検討，⑤障害者実態調査結
果の中間報告と障害者計画の構成及び盛り込むべき内容について，⑥障害者
計画素案の検討についてなどである。
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（4）母子保健計画共同研究部会では，全15回開催され，内容について
は，①計画策定に向けての目標の共有化について，②計画対象者の望んでい
る援助，生活上の困難，必要と考えられる援助の整理について，③関係機関
ヒヤリングについて，④計画骨子作成について，⑤計画の目標及び施策の方
向性の検討について，⑥具体策と計画骨子の作成について，⑦施策の検討と
確認について，⑧アンケート最終結果報告と計画具体案検討について，⑨計
画素案準備及び作成について，⑩計画素案の検討について，⑪計画のまとめ
についてなどである。
以上が地域福祉計画策定に係る共同研究部会での取り組み内容であるが，
部会を高齢者，障害者，児童，母子といった対象ごとに構成した理由として
は，これらはそれぞれ根拠法を異にして既に計画が策定されていることか
ら，福祉の総合計画としての地域福祉計画策定において，既存の計画との整
合性や連携を図るとともにこれらの計画を内包する計画とするためであっ
た。また，各共同研究部会での取り組みは策定指針が策定される前から準備
され進められてきたことから策定指針の進捗内容を確認しながら取り組まれ
ていったものであり，いずれの部会においても住民等の主体的参加を実現す
るために，多くの公募市民の参画と地域住民同士の交流会や関係団体も含め
た懇談会，ヒヤリング，アンケート調査等を実施しながら推進された。さら
に各共同研究部会ではお互いに切磋琢磨し合える存在となったことで研究へ
の意欲も高まったのである。
また，これら共同研究部会での取り組みと共に，地域福祉計画検討委員会
（以下，「検討委員会」という）および地域福祉計画策定委員会（以下，「策
定委員会」という）が設置されたのであるが両委員会の内容としては次のと
おりである。
まず，検討委員会では，全10回開催され，内容については，①地域福祉
計画と分野別計画の関連について，②分野別計画の共通課題について，③行
政施策だけでは解決困難な生活課題への対応について，④地域福祉計画の基
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本的な考え方について，⑤地域福祉計画の実現に向けての方策について，⑥
地域福祉計画原案報告と意見交換について，⑦地域福祉計画の原案最終決定
についてなどである。
策定委員会は，全3回開催され，内容については，①地域福祉計画と分野
別計画の関連について，②地域福祉計画の基本的な考え方について，③地域
福祉計画の実現に向けての方策について，などであるが検討委員会で協議さ
れた内容を基に地域福祉計画の原案が審議され，3回目（最終回）では，地
域福祉計画の最終決定がされた。
以上のように，『第1次地域福祉計画─ぬくもりの手と手をつなぐ支え合
い めざせ！8万人の大家族─』は，泉大津市健康福祉部の職員と泉大津市
社会福祉協議会の職員による共同準備学習会に始まり，公募市民等による地
域福祉計画素案づくり学習会（ワークショップ）や，共同研究部会（地域福
祉計画共同研究部会，高齢者保健福祉計画共同研究部会，障害者計画共同研
究部会，母子保健計画共同研究部会）の立ち上げ研究，さらには検討委員
会，策定委員会を設置し，三層構造によって慎重かつ，幅広い見識をもつと
ともに3年の歳月をかけ計画策定のプロセスを大切にし，ワークショップの
手法を用いて丁寧に策定された手作りの計画であった。
さて，この策定過程において，社協は地域福祉計画策定に不可欠な住民参
加の手続きへのイニシアティブやコミュニティ・ワークなどの専門性を十分
に発揮できただろうか。松端は，社協が市町村域において地域福祉を推進し
ていくためには，その基盤や条件を整えていくことが重要であるので，場当
たり的・反射的な対応ではなく，地域福祉推進のための「メタ」的な役割を
自覚したうえでの「戦略」的な取り組みが必要になり，行政との関係を含め
てメタ的に地域福祉の推進方法を検討する場合には，「地域福祉計画」の策
定過程に社協としていかに参画するのか，あるいは計画内容に社協としての
意向をいかに反映させることができるのかといったことが問われることにな
る（松端，2018：124頁）としている。社協としては，2週間に1回のペー
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スで取り組んだ「地域福祉計画素案づくり学習会（ワークショップ）」での
土台づくりの一端を担うことで出会いの場での「つながり」を大切にし，住
民の方々が議論しやすい環境づくりに貢献することができたのではないかと
考える。また，計画策定まで終始，地域住民と共に考え，行動ができたこと
は社協の使命（地域福祉の推進）を果たしていくうえで貴重な経験として蓄
積されたし，今後，地域福祉活動計画を策定するうえでも大きな糧となった
と考える。また，策定過程の学びのなかで，地域福祉計画と地域福祉活動計
画の一体的策定の必要性（両計画は，ともに地域住民等の参加を得て策定さ
れるものであり，地域福祉の推進を図るためには，両計画が互いに補完・補
強しあうことが重要である）を認識することができた。さらに，地域住民の
参画を促しながら時間をかけ丁寧に策定を進めることで，その策定過程にお
いて地域住民が地域福祉のことを多様に学ぶことができ，そのことが地域福
祉推進における地域住民の地域福祉への関心や意識を高め，その結果として
地域の福祉力を高めることにつながる計画策定は地域でのひとづくりである
ということを『第1次地域福祉計画』策定のなかで実体験として認識するこ
とができたのである。
4．泉大津市地域福祉活動計画策定過程と社協の役割
泉大津市社会福祉協議会（以下，「市社協」という。）は，「第1次地域福
祉計画」の策定を受けて2003年7月から地域福祉計画の理念・方向（図3）
に沿って，具体的に地域住民や民間団体の活動指針となる地域福祉活動計画
を2003年度中に策定することを目指して取り組むことになった。そこで，
社協が地域福祉活動計画策定に取り組む意義について再確認をしておく。近
年，少子高齢社会の到来をはじめとして社会構造が大きく変化しており，
人々の意識や価値観の変化などさまざまな要因によって，私たちを取り巻く
環境が大きく変わってきている。このことから多様化，複雑化する住民ニー
ズや貧困の広がりなど，著しく変化する地域社会において公的な制度や支援
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の整備だけでは対応できなくなってきているといわれている。そこで，この
ようなニーズに柔軟に対応し，一人ひとりが住み慣れた地域で自立した生活
を送ることができるようにするためには，地域住民すべてが互いに人権を尊
重し，支え合い，助け合う関係づくりを進めていくことや，社協をはじめ地
域の関係団体や事業者，行政などが連携し暮らしやすい地域づくりに向けた
取り組みを進めることが必要となる。だからこそ社協としては地域福祉活動
計画の策定をとおして，社協の使命である「誰もが住みなれた地域で安心し
て暮らすことができるように（福祉コミュニティ）」を目指して，人権尊重
を基調に，地域に関わるすべての人や組織が主役となり進めていく地域づく
り（地域福祉の推進）に取り組んでいかなければならないのである。
（『泉大津市地域福祉活動計画』泉大津市社会福祉協議会．2007年4頁より抜粋）
図3 地域福祉活動計画の位置づけ
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前述した「第1次地域福祉計画」は，行政計画として地域福祉推進の指針
となる計画であるが，地域福祉の推進にとって行政の役割は重要であっても
行政だけで進められるものではなく，地域住民も主体的に参加し，地域福祉
を創造し高めていくことが求められている。そのために地域福祉活動計画
は，「福祉のコミュニティづくり」のために，地域住民の福祉課題をはじめ，
社会資源や団体間の協働のあり方，地域生活を支援するサービスの基盤整備
等を明らかにし，社協が地域住民や地域で活動する団体と連携して各種事業
を進めていくための計画であり，地域福祉活動を実践するための実施計画で
もある。
それでは，市社協における地域福祉活動計画の策定過程について概観する
とともに，そこに関わる社協の役割について考察する。「第1次地域福祉計
画」（2003年3月）の策定を受けて，社協は2003年7月から計画策定に向
けた取り組みを始め，4年の歳月をかけて2007年3月に『第1次地域福祉
活動計画─家族のような絆で結びついた，だれもが安心してともに暮らせる
地域（まち）─』（2007年度から2011年度までの5か年計画）を策定して
いる。
まず，取り組みの1年目（2003年度）においては，（図1-①活動の構想
化）段階として，市社協職員が中心となって地域福祉活動計画をどのように
策定していくのかを検討・企画化し，正副会長（社協代表理事及び副代表理
事）会議において了承を得たのち，社協組織が連携・協働して計画策定に取
り組めるように体制整備を行った。しかし，年度内の計画策定をめざさなけ
ればならなかったことから従来の計画策定手順（策定委員の選出→策定委員
会の設置→部会の設置→住民懇談会の開催等）（『地域福祉活動計画策定のて
びき』─大阪府社会福祉協議会2003年3月─より）や市の地域福祉計画策
定時に学んだ計画策定のためのプロセスを大幅に省略，変更し，策定委員会
設置に先行して計画策定活動をスタートさせ，地域における福祉ニーズの把
握から行うことになった。
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・楠 地区 平成15年7月29日（火）午後7時（於） 南公民館
・上条地区 7月30日（水）午後7時（於） 助松長寿園
・宇多地区 8月 7日（木）午後7時（於） 宇多長寿園
・戎 地区 8月18日（月）午後7時（於） 西まちづくり事務所
・旭 地区 8月20日（水）午後7時（於） 福祉センター
・穴師地区 8月27日（水）午後7時（於） 穴師長寿園
・条南地区 8月28日（木）午後7時（於） 条南長寿園
・浜 地区 8月29日（金）午後7時（於） 浜長寿園
・条東地区 9月 4日（木）午後7時（於） 条東長寿園
・宇多校区 平成17年1月25日（火）午後1時30分（於） 福祉センター
・旭 校区 1月28日（金） 〃 〃
・戎 校区 1月31日（月） 〃 〃
・楠 校区 2月 1日（火） 〃 〃
・穴師校区 2月 2日（水） 〃 〃
・上條校区 2月 4日（金） 〃 〃
・条南校区 2月 8日（火） 〃 〃
・条東校区 2月 9日（水） 〃 〃
・浜校区 2月10日（木） 〃 〃
表4 社会福祉委員・民生委員児童委員 地区別
合同懇談会開催日程
表5 4団体（自治会，民生委員児童委員，老人
クラブ，福祉委員）校区懇談会開催日程
（図1-②生活課題の確認）段階として，福祉ニーズの把握では社協の組
織構成団体を中心に行うこととして，まずは普段から地域福祉活動に取り組
んでいる各地区の福祉委員及び民生委員児童委員（2～3名）を対象に2003
年7月29日から9月4日までの間で全9回，各地区別合同懇談会（表4）
を開催して地域での福祉課題や問題点，提案等の抽出を行った。
懇談会の内容としては，（1）地域の問題や福祉活動（小地域ネットワーク
活動等含）関係として，①福祉活動の担い手（福祉委員等）について，②地
域・福祉活動（小ネット含む）について，③団体間協力（連携）について，
（2）高齢者関係として，①一人暮らし高齢者関係について，②その他，（3）
児童関係として，①児童虐待について，②地域での子どもの安全について，
③その他，（4）障害者関係として，①地域生活について，②その他，（5）そ
の他として，①行政について，②社協についてなどである。
しかし，この懇談会では，いきなり地域での福祉課題や問題点，提案等の
投げかけを行ってしまったことから，日頃から福祉委員活動や民生委員児童
委員活動を通して抱えている様々な課題や問題が表出され，また，福祉課題
に限らず生活課題全般の意見や行政などへの提案・要望なども多く出された
ことで収拾がつかなくなり，意見集約と提案・要望等に対する回答の調整に
かなりの時間を要してしまい，その結果としてそれから先に進むことができ
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なくなり年度内の計画策定には至らなかった。
そして，2年目（2004年度）の取り組みとして，2005年1月25日から2
月10日までの間で全9回，前回よりも2団体加えた4団体（自治会，民生
委員児童委員，老人クラブ，福祉委員）からそれぞれ2～3名の出席をいた
だき校区懇談会を開催（表5）した。
懇談会については，1年目の内容を踏襲して行うことでこれまでの内容を
さらに深めることに努めた。なお，2年にわたり抽出した内容については表
6から表10のとおりである。そして，その結果報告を兼ねて上記4団体の
正副会長会議を2005年2月17日と6月28日の2回開催し，地域福祉活動
計画策定に向けた意見集約と地域福祉の推進のための協力体制の構築につい
ての意見交換を行った。このなかで特に議論を重ねられたのが，「各種団体
間の連携の必要性」と「地域福祉推進のための協力体制」についてであっ
た。「各種団体間の連携の必要性」では，「同じ町内で活動していても他の団
体がどのような活動をしているか分からない」という意見や，「同じような
活動をしていても，お互いに情報を共有できていないために対象者が混乱す
る」といった意見などからであった。
また，「地域福祉推進のための協力体制」では，福祉委員の負担について
の意見が多かったことから議論されたのであるが，これは泉大津市の地区福
祉委員会を構成する福祉委員は原則として，所属する町である単位自治会長
の推薦によって，社協会長が福祉委員として委嘱するという泉大津市モデル
（忠岡2015）ともいえる組織構成であるために，地域では「福祉活動は福祉
委員の仕事・役割」としての認識が根強くあり，対象者の広がりとともに福
祉委員活動は年々難しくなっていることからであった。
これらの話し合いの結果，「各種団体間の連携の必要性」については，概
ね了承されたが「地域福祉推進のための協力体制」については，自治会や老
人クラブは会員組織を理由に非会員への支援はできないなどの意見もあり，
地域福祉がまだ特別なもののイメージとして受け止められていることがわ
地域福祉活動計画策定過程における
社会福祉協議会の役割 ２１
項目 主な意見
①
福
祉
活
動
の
担
い
手
（
福
祉
委
員
等
）
に
つ
い
て
・高齢者ばかりで若い人がいない。選出が大変。
地域的なことで高齢者ばかりが集まっている地区があり，選出に
ついては大変切実な悩みになっている。
・2年任期では短い。もっと長期で。社協からは自治会長を通じ
て2年任期でお願いしているが，2年では一通りの流れしか覚え
られない。引き続いてやってもらえたらもっと効果的な活動がで
きるのではないか。
・自治会の推薦にこだわらず選出してはどうかある程度，福祉に
経験や意欲がある人を選出してはどうか。又，地区の色々なボラ
ンティアで，福祉委員に適してる人を推薦。
・ボランティアを活用しては。自治会という構成にこだわらず，
それぞれの地域でボランティアとして頑張っている方を福祉委員
に活用してはどうか。
・団地等は独居が多く福祉委員の増員が必要。助松団地等の会合
時の意見で，一人の福祉委員の独居老人の受け持ちが20人以上。
（通常地区は2～3人が普通）団地等では10倍以上の人を抱えて
いる。当然一人の福祉委員でこなすのは大変なのでもっと福祉委
員を増やして欲しい。
・自治会長みずから福祉委員になって欲しい。
・後継者が心配。
②
地
域
・
福
祉
活
動
（
小
ネ
ッ
ト
含
む
）
に
つ
い
て
・形にとらわれず，高齢者が喜んでくれる活動がいいのではない
か。
・対象高齢者の範囲を拡大する必要があるが，これは難しい問題
だと思う。
・一人暮らし高齢者以外にも，たとえば，子供なども対象にする
べき。
・高齢者だけではなく，子育て支援にも広がればと思っていま
す。
・挨拶運動への参加も検討したい。
・一声運動は成果がある。
・小地域ネットワーク活動は，永続すべきである。
・対象者については，本人の申し出でがなければ，手を差し伸べ
られない。
・民生委員や自治会，老人クラブとも相談する。
・個別支援の強化を図りたい。
・認知症のかたの対応に苦慮する。
・一人暮らしの方への訪問は，同性の人が望ましい。
・対象者が限られているため，個々の活動になっているが，実際
の対象は全市民であるため，みんなが福祉委員という意識が必要
である。
・マンションの場合，セカンドハウスとして住んでおられる高齢
者があるため訪問を拒否されることが多い。
・マンションの場合は，セキュリティーが完璧なため，入りにく
いし交流が困難である。
・会食会の参加者は，常に固定状態である。むしろ来れない方の
ほうへの対策が必要ではないか。
・活動の理念が必要。
・一人暮らしの高齢者も大切だが，同居でも孤独なお年寄りや高
齢者夫婦も対象にする必要があるのではないか。
・他市のように多くの団体が参加すべき。
・近所の方のことがわからない。
・近所づきあいがなくなってきている。
・自主的な行動をしていかなければいけない。
・個人情報の関係で，今後，新規ケースの取り扱い手続きの整理
が急がれる。
・支援の必要な人は，自治会等に加入していない場合が多い。
・空き家が心配。
③
団
体
間
協
力
（
連
携
）
に
つ
い
て
・各団体間での情報交換の場が少ないのではないか。
・お互いの活動内容を把握する必要がある。
・福祉委員と民生委員や自治会と老人クラブ等2団体間での連携
は，とれていると思う。
・自治会が主導してくれればありがたい。
・福祉委員と民生委員さんとは，接点があるほうです。
・福祉委員と民生委員の両委員が協働で活動することが大切であ
る。
・団体間に垣根があってはならない。
・お互いの立場を理解することが必要。
・民生委員のアドバイスがほしい。
・情報の共有が大切。
・名簿作成での本人同意の問題は，なるべく速く解決すべきであ
る。
・自治会や老人クラブの参画も必要である。
・今後このような話し合いの回数を増やすことがよい。
・情報交換の必要性あり。
・全般的には活動は安定している。
・民生委員の職務内容や役割がわからない。
・自治会と老人クラブの連携はうまくいっている。
・民生委員と協力体制をとり，交流を深めたい。
・団体間での情報を共有することが大事であり，そのために協力
体制が必要と思う。
・役職の交代があっても前任者は，何らかの形でつながりを持っ
ていただくことが大切ではないか。
・関係者会議の必要性を感じる。民生委員・福祉委員・行政関係
者・施設関係者・市社協など。
・いろんな関係者の連携が必要である。
・情報の共有が必要である。
・連携の必要がある。
・連携の取れている町と，ややそうでない町がある。
・連携を取れば新しい発見ができる。
・日常の活動等についてそれぞれ意見交換ができた。
・民生委員と福祉委員とは少し立場が違う。
・災害時や緊急時に備え，共有できる名簿が必要。
・各団体とも情報交換および連携がうまくいっている。
項目 主な意見
①
一
人
暮
ら
し
高
齢
者
関
係
・緊急通報システムを利用してもらう。
・病気など緊急時の支援・援助。
・一人暮らしの方の把握をどうすればいいか。
・隣近所で気をつける。（向こう三軒両隣）。
・核家族で配偶者が死んだらすぐに独居になる。
・認知症の人への対応。
・声がけしても返事がない人がいる。
・女性より男性が大変ではないか。
・緊急時の連絡先がわからない。
・見守り活動が必要。
・元気な人もいる。
・独居が増えてきている。
②
そ
の
他
に
つ
い
て
・閉じこもらずに老人クラブに入って楽しむとよい。
・ふれあいバスをもっと使い易いようにして欲しい。
・団地での高齢者家族が増えている。
・もっと活動できる場があればよいが。
・老老介護の問題。
・認知症予防のためにはどうしたらよいか。
・転倒予防の体操は役に立つ。
・なんでも気軽に相談できる場所が欲しい。
・地域でもっと高齢者に頼っていく。
・高齢者向けの広報があればよい。
・公共施設のバリアフリー化（特にエレベーター）。
項目 主な意見
①
児
童
虐
待
に
つ
い
て
・児童虐待を防止するためにはどうするか。
・虐待についての情報等がわかりづらい。
・民生委員に連絡する。
・人間関係の希薄化が要因。
・地域の支援も必要だが，家庭環境も大切である。
・親になりきれていない。
・離婚が原因。
②
地
域
で
の
子
ど
も
の
安
全
に
つ
い
て
・子ども達の見守りが必要。
・地域で子どもを守るためにはどうするか。
・子どもの遊び場の不足。
・あいさつ運動が役に立つ。
・世代間交流に取り組んでいる。
・子どもの遊具が少ない。
・子どもが地域で元気に遊べる場所がない。
・昔はよその子どもにもよく叱った。
③
そ
の
他
に
つ
い
て
・子どもの数が減っている。（少子化）
・共働きが多い。
・核家族化。
・0歳児でも保育所にあずけて働かないといけない。
・育児を知らない母親が増えている。
・家庭内での解決方法も探るべき。
項目 主な意見
地
域
生
活
に
つ
い
て
・災害時等の避難所への支援。
・公民館にエレベーターがあればいい。
・車いすで歩道を通りにくい。ガタガタ。
・放置自転車が危ない。
・精神障害の方への理解が必要。
・いろんな情報（制度面）がわかりにくい。
・精神障害の方への関わり方がわからない。
・路上の段差が多い。
・障害者の仕事がない。
・ボランティアがもっと欲しい。
・作業所が増えている。
・災害時や緊急時に備え名簿が必要。
項目 主な意見
①
行
政
に
つ
い
て
・災害時等の避難所の整備を。
・災害対策をしっかりして欲しい。
・頼みに行ってもすぐにお金がないという。
・なんでも住民に押しつけてくる。
・意見しても言い返される。
・いろんな情報（制度面）がわかりにくい。
・市がもっと福祉サービスの周知をすべき。
・市からは個人情報保護の関係で名簿の提供がなくなった。
・災害時や緊急時に備え名簿が必要。
②
社
会
福
祉
協
議
会
に
つ
い
て
・話し合いは，もう少し小さいグループに分かれてもいいのでは
ないか。
・世代別の意見を聞くことも必要ではないか。特に若い世代の声
を聞くこと。
・集まる前に，案件等をお示しいただきたい。案内状に書いて欲
しい。
・社協の会費について説明して欲しい。
・早く活動計画を作らないといけない。
・地域の各種団体間及び施設間の取りまとめが必要。
・社協の役割をもっと明確に。
・地域コーディネーターの育成。
表6 1．地域の問題や福祉活動（小地域ネットワーク活動等含）関係 表7 2．高齢者関係
表8 3．児童関係
表9 4．障害者関係
表10 5．その他
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かった。
このことから，計画策定活動3年目（2005年度）においては，計画策定
における留意点の再確認に努めた。内容としては「従来の社協中心の活動推
進計画としてではなく，地域福祉を進める幅広い団体等が進むべき方向性を
お互いに合意形成し，役割分担していく行動計画となること。」また，「協議
体としての機能強化（幅広い団体やグループ等との連携・協働ができる組織
づくり）やコミュニティ・ワーク機能の充実をこの地域福祉活動計画の策定
を通して目指していく必要がある。」（『地域福祉活動計画策定のてびき』─
大阪府社会福祉協議会2003年3月─より）などである。
前年度の取り組みを踏まえ，4年目（2006年度）（図1-③計画目標・計画
内容の確定）段階としては，活動計画策定以前に地域福祉計画が策定されて
いることから地域福祉計画の理念・方向（図3）に沿って，具体的に地域住
民や民間団体の活動指針となる地域福祉活動計画の策定を目指して取り組む
ことになった。また，住民の近隣とのかかわりをはじめ地域活動への参加状
況や地域福祉についての考え方などを把握し，計画策定の際の基礎資料とす
るために18歳以上の市民を対象にアンケート調査を実施した。これらの取
り組みとともに，検討部会として小学校区（全9地区）ごとに4団体（各団
体から2名ずつ出席）の代表者等によるワークショップを1回のみ開催し，
地域の福祉課題や生活課題などの抽出を行い，その解決に向けてどのような
ことが必要か，地域ではどのようなことならできるのかなどについての話し
合いを行った。
また，同時に地域福祉活動計画策定委員会（社協の理事・評議員から10
名，学識経験者1名で構成）を設置（全3回開催）した。内容については①
委員会の運営について，②活動計画策定（今後の予定）について，③アン
ケート調査について，④活動計画素案について，⑤活動計画策定について，
また，アンケート調査や検討部会で協議された内容を基に地域福祉活動計画
の原案が審議され，3回目（最終回）において地域福祉活動計画の最終決定
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（策定）がされた。
次に，『第1次地域福祉活動計画』の策定過程における計画策定のプロセ
ス（図1）に沿って考察する。
はじめに①活動の構想化段階としては，市社協職員が中心となって地域福
祉活動計画をどのように策定していくのかを検討・企画化し，社協組織が連
携・協働して計画策定に取り組めるように体制整備を行ってスタートした
が，計画策定を2003年度中と定められたことで時間的な余裕がなくなり，
目標としていた住民参加の過程を重視した取り組み（地域住民をはじめ地域
で活動している多様な団体，個人，グループ等への幅広い呼びかけ）をすす
めることができなくなり，その結果，計画策定における住民参加の意義が薄
れてしまったのではないかと考える。
次に，②生活課題の確認段階としては，住民懇談会では2年にまたがる課
題の把握や整理を行った。この住民懇談会では「住民の主体形成」につなが
るような（住民をエンパワーメントしていくような）働きかけが必要となる
が（松端，2018：85頁），「住民の意見」を聞くことを重視し，単に地域の
実情把握（表6から表10）のみに傾注したこと，加えて協議の場や時間に
も制約を設けてしまい，話し合われたことに対しての合意形成を図ることが
できないままに終了してしまったことから参加者の気づきや共感を得にくく
なったのではないかと考える。
最後に，③計画目標・計画内容の確定段階としては，地域福祉計画の理
念・方向（図3）に沿いながら，市民へのアンケート調査や各種団体による
ワークショップを通して，住民自身が願う「地域（まち）づくり」をイメー
ジし，目標の設定や活動指針となるそれぞれの活動計画をまとめることもで
きたのであるが，肝心な計画策定のなかでの役割分担（①社協が取り組むこ
と②地域が取り組むこと③そのため（解決）にはどのようなことが必要か④
地域（私たち）はどのようなことならできるのかなど）を図ったものの綿密
な検討（方法や手法など）を欠いてしまったことで各プロセスにおいて主体
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化の形成につながるような働きかけができなかった。そのため，住民参加は
あり数多くの意見も述べられていたが住民の「気づき」を促し，主体化して
いくことができず，計画そのものが事務局だけの計画イメージとなってし
まったのではないだろうかと考える。その結果として，策定後の計画推進で
は地域（地域福祉を担うさまざまな組織や団体，地域住民）との協働による
取り組みが大きな課題となった。
さて，「活動計画策定過程における社協の役割」を考察するうえで，改め
て「社協は何故，地域福祉活動計画を策定するのか。」について再確認をし
ておく。前述したとおり，社協はその使命である「誰もが住みなれた地域で
安心して暮らすことができるように（福祉コミュニティ）」を目指して，人
権尊重を基調に，地域に関わるすべての人や組織が主役となり進めていく地
域づくり（地域福祉の推進）に取り組んでいかなければならないのである。
そのために地域住民の福祉課題をはじめ，社会資源や団体間の協働のあり
方，地域生活を支援するサービスの基盤整備等を明らかにし，社協が地域住
民や地域で活動する団体と連携して各種事業を進めていくための計画，地域
福祉活動を実践するための実施計画が必要となる。上野谷は地域福祉の計画
では，その策定プロセスが住民の参加の観点から重視されるためプロセス・
ゴール（計画策定過程を重視し，住民参加の手法そのものを重視する／計画
づくりから課題達成に至るまでの諸過程で，住民がどのように参加したか）
にかなりの重点がおかれることになり，地域福祉が住民参加ぬきでは成立し
ないこと，そして地域福祉は，これまでの実践の蓄積をふまえ，つくってい
くものであるから，地域福祉の計画の策定プロセスは地域福祉実践のなかに
包含されるものであり，地域福祉の計画策定の取り組みそのものが地域福祉
の活動だともいえる（上野谷，2006：52頁，53頁）。として，地域福祉の計
画づくりの目標，あるいは計画を評価する視点として，プロセス・ゴールの
重要性を述べている。つまり，計画策定過程への住民の参加・参画によっ
て，住民は多様な気づきや学びを得ることができ，その結果として住民の主
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体形成が実現されていくのであり，「地域に関わるすべての人や組織が主役
となり進めていく地域づくり（地域福祉の推進）」へとつながるのである。
このことから地域福祉活動計画策定過程における社協の役割としては，ま
ず計画策定の事務局機能（社協職員）を担うとともに，その組織構成機能
（協議体組織）を活かして地域住民をはじめ地域で活動している多様な団体，
個人，専門職，ボランティアグループなどに主体的な参加を働きかけ計画策
定づくりに誘い，その中で多くの気づきや学びを得てもらうことで住民の福
祉への関心を高め主体形成を図っていくことであると考える。
次に，地域福祉活動計画の策定を含めて地域福祉の推進を使命とする社協
に必要な専門性について再確認しておく。松端によると，地域福祉の文脈で
住民参加を位置づけるのであれば，基本的には住民の主体形成（ひとづく
り）と関連づけて，住民参加を促していく必要がありその場合に必要な専門
性としては，①住民懇談会のような協議の場の設定やその運営，②ワーク
ショップの技法や課題整理の方法，③地域の課題把握（地域診断）の方法や
社会福祉調査の力量，④地域組織化の方法などを身に付け，それらを高めて
いくことが求められる（松端，2018：90）としている。社協が特定の福祉問
題の解決だけを目的にしていないという点からいえば高齢者・障がい者・児
童といった分野に限定されない，共通した援助の視点の必要性があるため社
協がその使命や役割を果たしていくためには，前述した専門性を高めるとと
もに，ジェネリック・ソーシャルワークとして，コミュニティ・ワークも含
んだ総合的な展開を図っていくことが重要であり，そのことで住民の力量と
意識を高めることができ「住民の主体形成（ひとづくり）」へとつながるの
ではないかと考える。
おわりに
本稿では，筆者が泉大津市地域福祉活動計画の策定委員会の事務局として
関わってきた経験や体験をもとに，地域福祉活動計画策定過程における社協
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の役割について考察するとともに，社協に求められている使命や役割を果た
すための専門性を再確認することを目標とした。
まず，第1節では，泉大津市における社会福祉の歴史について，1973年
当時に社会福祉事務所が社会福祉行政をどのように担っていたのかを解明
し，また，1970年代以降の3次にわたる「総合計画」における社会福祉の
構想の要点を整理することによって，それぞれの時代背景とともに社会福祉
がどのように築かれてきたのかを確認することができた。
次に第2節では，泉大津市社会福祉の歴史について，1951年に任意団体
として発足し，1976年に社会福祉法人格を取得してから現在に至る経緯を
整理することによって，市社協がどのように組織化されてきたのかをはじ
め，組織構成の特徴や事業等の課題について確認することができた。
最後に第3節では，画一化される前の計画として，ともに第1次計画の策
定過程を通じて考察を進め，「地域福祉活動計画」と「市町村地域福祉計画」
との関係性を再確認することから始め，そもそも「地域福祉計画」は1961
年の社協の創立とそれに伴うコミュニティ・オーガニゼーション理論の導入
にさかのぼり，社協の地域組織化の実践のなかで展開され，社協活動の中心
的機能として確立し理論化されてきたものであることを確認したうえで「地
域福祉活動計画」と「市町村地域福祉計画」は，ともに地域住民等の参加を
得て策定されるものであり，地域福祉の推進を図るためには，両計画が内容
を一部共有したり，策定過程を共有したりするなど相互に連携を図ること
で，互いに補完・補強しあうことが重要であることを認識することができ
た。
また，地域福祉活動計画策定過程における社協の役割としては，計画策定
の事務局機能（社協職員）を担い，その組織構成機能（協議体組織）を活か
して地域住民をはじめ地域で活動している多様な団体等へ主体的な参加を働
きかけ，計画策定づくりに誘うことで住民一人ひとりが多くの気づきや学び
を得る機会となり，住民の福祉への関心を高め主体形成を図っていくという
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ことを確認することができた。また，地域福祉活動計画の策定を含めて地域
福祉の推進を使命とする社協に必要な専門性については，ジェネリック・
ソーシャルワークとして，コミュニティ・ワークも含んだ総合的な展開を
図っていくことが，「住民の主体形成（ひとづくり）」へとつながるのだと再
確認ができた。
最後に今後の課題としては，大阪府下における社協の現状等について考察
を進めるとともに，それぞれの社協における特性を比較，検証を行い，社協
が抱える課題の明確化を図るとともに課題解決に向けた考察を深めていきた
い。
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Izumiotsu is a city in southern Osaka Prefecture. I am a staff of
Izumiotsu city council of social welfare and worked at the secretary office
which supported making of the community-based welfare activity plan.
This paper, based on rethinking my experience and studying administrative
documents, aims to examine roles of the council of social welfare in making
process of the community-based welfare activity plan. First, through
studying Izumiotsu city comprehensive plans which were shaped in 1974,
1987,and 2001 , I elucidate how social welfare has been established in
Izumiotsu. Second, I depict how the council of social welfare has been
developing in the city and show its organizational characteristics and tasks.
Third, based on the above-mentioned examination, I examine roles of the
council of social welfare in making process of the community-based welfare
activity plan.
As this paper is too long to publish at one time, first and second sections
were already published in this bulletin, and third one is published in this
issue.
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